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エコチル調査・全国のユニットセンター

大阪母子医療センター

エコチル調査福島ユニットキャラクター（こぼちる）は、
 起き上がり⼩法師をモチーフとしており、転んでも起き上がりすくすくと
元気に育つ⼦ども(⾚ちゃん)をイメージしています。

 ⼦どもの健やかな成⻑を願う想いが込められています。

起き上がり⼩法師（こぼし）
約400年前から作られている郷⼟玩具。
会津の⾵習では初市に、⼀族繁栄・家内安全を祈り、
家族の数より⼀つ多くそろえるのが慣わしとされる
縁起の良い、会津最古の⺠芸品

こぼちる
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リクルート予定数︓6900⼈
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双葉町
浪江町

⼤熊町

広野町
楢葉町
富岡町

南相⾺市

葛尾村

川内村

いわき市

会津地域

100km

50km
福島市

郡⼭市

⽩河市

東北新幹線

震災後、原⼦⼒発電所事故後の避難・転居

16.5万⼈が
県内外へ避難



エコチル調査各ユニットセンター 各位

この度は東北地⽅太平洋沖地震に際し、全国のエコチル調査各ユニットセンターの⽅々より
お気遣いのメッセージを頂きまして誠に有り難うございました。

今回の⼤震災において、被災されたのは宮城、福島ユニットの関連地域のみならず、⽇本全
国で多くの⽅々と存じます。殊に犠牲になられた⽅々に衷⼼より哀悼の誠を捧げます。3⽉11
⽇は東京で午前に第２回ユニットセンター連絡協議会が開催され、そして地震の発⽣時はRC
ワークショップの開催中でした。震災直後、都市圏も混乱状態でしたので、各ユニットの皆様
におかれましてもご⼼配されたことと存じます。
（中略）
しかし、このような状況だからこそ、県⺠あげて本調査への関⼼が⾼まっています。福島ユ

ニットでは震災後も福島市の協⼒医療機関の先⽣⽅がリクルートを継続して頂いており、ユ
ニットセンターのＲＣがガソリン不⾜を気に掛けながらも各医療機関を訪問しています。ま
た、参加者の妊婦さんからは本調査の今後の継続についての質問も寄せられています。3⽉24
⽇にはコアセンターと臨時のWeb会議を開催させて頂き、現状をご説明致しました。検体回収
が可能となり次第、通常のリクルートを⾏う意思をお伝えしました。
（中略）
最後になりましたが、⺟親はこんな時だからこそ、⼦供を⾒守り、寄り添いながら実施され

る本調査に期待し、安⼼を求めています。各ユニットの皆様、今後とも宜しくお願い致しま
す。

平成23年3⽉29⽇
エコチル調査福島ユニットセンター

全国のUCからのメッセージへの御礼

7
滝桜（三春町 H23.4.29)



【環境省・コアセンター】
 2011年1⽉から参加募集が開始されたが、エコチル調査の開始後間もな
く東⽇本⼤震災及び福島第⼀原⼦⼒発電所事故が発⽣し、国⺠の間に、
放射線の健康影響への不安が⾼まった。

 国⺠の不安を解消する観点からは、これまで予期されなかった影響が万
⼀にも⽣じることがないか、⾒守っていくことが重要と考えられた。

【福島県内から】
調査対象地域外の調査対象地域外の妊婦、県内の医療機関関係者から

全県下での実施を望む声があった。

エコチル調査の全県下での実施への背景

【福島ユニットセンター】
エコチル調査の取組として、家族に対してニュースレター等による⼦育

てに役⽴つ情報発信や、⼦どもの成⻑に合わせた地域での相談会・イベン
ト等での間接的・直接的に参加者とのコミュニケーションを取れる機会を
提供することによって、⼦どもとその家族を⾒守っていくことが⼤切であ
ると考えた。

化学物質曝露化学物質曝露 放射線被曝放射線被曝

エコチル調査
（化学物質との関連を明らかにする）

県⺠健康調査を
はじめとする様々な取組

エコチル調査は１３歳まで半年ごとに質問票で調査を繰り返し、
ご家族と寄り添い、注意深く⼦どもの成⻑を⾒守ります

社会が求めていること︓震災、原発事故後の健康障害の発症予防
（私は、⼦どもは⼤丈夫か︖）

正確な情報と正しい理解、環境・⾷物の監視が最も効果的

３０年間で
肥満傾向児は

1.5倍に

２０年間で
喘息児は
３倍に

男子の出生
比率が減少

２５年間で
先天異常は

２倍に

（環境）

震災後のエコチル調査の意義



開始時
（平成23年1⽉）

平成24年10⽉から
福島全県に拡⼤

調査対象地域 10市町村 59市町村

協⼒医療機関 19機関 5２機関（茨城県１機関）

リクルート
予定⼈数 6,900⼈ 15,900⼈

【+拡⼤ 9,000⼈】

リクルート期間 平成23年1⽉〜平成26年3⽉
（3年間）

平成24年10⽉〜平成26年3⽉
（1年半）

福島県全体で産婦⼈科約60医療機関のうち5１医療機関が協⼒
※スタッフ約70⼈体制で県内での参加登録に従事した。

福島全県化の概要

郡⼭市事務所郡⼭市事務所

会津⽀所
（会津中央病院）

会津⽀所
（会津中央病院）

県南⽀所
（⽩河厚⽣総合病院）

県南⽀所
（⽩河厚⽣総合病院）

いわき⽀所
（総合磐城共⽴病院）

いわき⽀所
（総合磐城共⽴病院）

福島県⽴医⼤
（エコチル調査福島UC ⼤学本部事務所）

福島県⽴医⼤
（エコチル調査福島UC ⼤学本部事務所）

新町オフィス（市内学外事務所）新町オフィス（市内学外事務所）

協⼒医療機関

協⼒医療機関 協⼒医療機関

協⼒医療機関

協⼒医療機関

茨城県⼤⼦町

（平成24年10⽉以降）
福島ユニットの調査地域（リクルート時）



福島県のエコチル調査への参加（登録）状況

平成23年 平成25年平成24年 平成26年
リクルート
開始

平成23年3⽉11⽇
東⽇本⼤震災
東京電⼒第⼀原⼦⼒発電所事故

平成24年10⽉1⽇
調査対象地域を福島県全県下へ拡⼤

 震災の多⾯的な影響

 放射線障害への不安
リスクコミュニケーション
⽀援体制の確⽴

 単なる調査では受け⼊れられない
いかに参加者に寄り添うか
寄り添い⼦育てを⽀援する
⼼の安らぎを求めている

 協⼒体制
参加者、県⺠への説明
関係機関との協⼒体制の整備

震災後の課題



平成23年７⽉
対象︓協⼒医療機関スタッフ、エコチル関係者
講演「放射線の正しい知識」
福島県放射線健康リスクアドバイザー ⼭下俊⼀ 先⽣

平成24年１０⽉
対象︓妊婦およびその家族、エコチル関係者
講演「胎児・⼦供の放射線影響を考える」

（独）放射線医学総合研究所
発達期被ばく影響研究プログラムリーダー
医療被ばく研究プロジェクトリーダー

島⽥義也 先⽣

放射線に対する不安に対して（講演会開催）

職名︓開催当時

福島全県化ポスター産婦⼈科医会からの要請で作成

公共施設、ショッピングセンター、銀⾏などに掲⽰依頼

広報（ポスター作製）



広報（タウン誌コラム執筆）
平成23年6月から2ヶ月毎

ふくしまFM 番組提供 ⽉〜⽊曜⽇ 16:45〜16:55
「よ・み・き・か・せ」

② ラジオ番組提供

① エコチルコンサート、エコチルふれあい会の開催

一緒に絵本を楽しもう
やさしい絵や言葉はママ・パパの心へ安らぎを

⼼の安らぎの場の提供



協⼒医療機関
保健所

福島県看護協会
福島県助産師会

教育関連機関福島県
市町村

医師会

福島県産婦⼈科医会
福島県⼩児科医会

エコチル調査 福島ユニットセンター
（福島県⽴医科⼤学）

関係機関との協⼒体制

福島県地域運営協議会
県北・相双地域運営協議会
県中・県南地域運営協議会
会津地域運営協議会
いわき地域運営協議会

委員︓約170名

7月開催

10-11月開催

福島県、県内市町村、教育関係機関、保健所、
協⼒医療機関、医師会、産婦⼈科医会、⼩児科医会
助産師会、看護協会、臨床⼼理⼠会など

オール福島での取り組み

地域運営協議会の設置・開催



1. 福島県下59全市町村を訪問
2. 協⼒医療機関での勉強会へ出席
3. エコチル調査に携わる関係者全員へ研修会実施・・・県内各地

・病院スタッフ（医師、看護師、事務職員）
・市町村担当者（保健師、事務職員）
・エコチル調査ユニットセンタースタッフ

研修後「修了書」を授与
・・・現在まで約650⼈が終了

関係者への説明

県内市町村との情報共有



協⼒医療機関との情報共有

カバー率
全リクルート期間の出⽣数に

対する妊婦参加数

カバー率 62.6％
（参加人数 5711人）

48.4％
（1790人）

47.7％
（843人）

55.7％
（128人）

48.0％
（1279人）

11.2％
（390人）

48.8％
（2986人）

リクルート中断していた相双地域を除くカバー率は54.0%

全県下で48.５%（13,131⼈）

カバー率（参加登録終了時）

福島県内の対象となる妊婦の
「2⼈に1⼈」が参加



参加登録時

⺟親 13,131⼈
⽗親 8,693⼈
⼦ども 12,867⼈

現在

⺟親 12,373⼈（94.2％）
⽗親 8,376⼈（96.3％）
⼦ども 12,511⼈（97.2％）

※平成30年6⽉29⽇時点の福島ユニットセンター暫定数
⺟親、⽗親はのべ⼈数、⼦どもは出⽣数、参加者数

参加者数

県北
5,196人

いわき
1,616人

県南
783人

南会津
112人

会津
1,166人

相双
329人

県中
2,815人

※⼦ども参加数︓平成30年6⽉30⽇時点の福島ユニットセンター暫定データです。

県内各地域の現参加者数（⼦ども）
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15ユニットセンター総計

発送終了 実施中

（平成30年7⽉3⽇ 実務担当者web会議資料 平成30年6⽉29⽇現在、発送後6か⽉以上）

質問票回収状況

現状 課題と⽬標

協⼒取りやめ件数
年間約80-90件

参加者減少率を
年間1％以内にとどめる

年齢が上がるごとに
質問票回収率低下

質問票回収率
平均80％を維持する

「顔の⾒える」参加者とのコミュニケーション
 リクルート開始時の参加者の思いを⼤切にする
 参加者がエコチル調査の意義を再認識できる

「参加して良かった」、「13年間続けたい」というモチベーションを
維持していただく

現状と課題



1. エコチル通信（ニューズレター）の発⾏
2. ホームページからの情報発信
3. オリジナルグッズの配布

– カレンダー
– ⼩学校⼊学祝の「名⼊れ鉛筆」

4.ふれあい会の開催
県内各地域の参加者対象でこどもの成⻑発達に応じた内容

5.広報
– エコチル講演会・コンサート（年1回）
– 市町村イベントへ参加（会津若松市、郡⼭市、福島市など）
– 保健医療機関掲⽰⽤ポスター（進捗の報告）
– イベント開催時のプレスリリース

参加者コミュニケーションと広報活動

社会全体への周知が参加者の調査継続のあと押しになる
オール福島の醸成

エコチルふくしま通信（ニューズレターの発⾏）

 年4回発⾏
 配布対象 参加者および協⼒医療機関・市町村など関係諸機関
 内容 質問票集計結果、ふれあい会報告、調査からのお知らせなど



えこちるふくしま 検索

ホームページからの情報発信

URL http://www.ecochil‐fukushima.jp/

みんなの図書室
これまでに発⾏した

資料を掲⽰。

・センター⻑挨拶
・エコチルふくしま通信
・調査でわかったこと
・活動報告書

 県内各地域で計20回開催
 調査参加者との「顔が⾒える」
コミュニケーションの貴重な機会

 各回で、調査進捗状況の報告、
お知らせ、⼩児科医のミニ講話、
育児相談などを実施。

いわき
３回

県北
７回

県中・県南
６回

相双
1回

会津
３回

対象 内容
平成29年度 平成24~28年度計

実施回数 参加組数 実施回数 参加組数
6か⽉児 ベビーマッサージ － 40 806
1歳半児 親⼦遊び － 33 582
3歳児 親⼦ダンス 6 85 21 240
5歳児 クッキング － － 2 17
親⼦ ⾳楽コンサート － － 5 81
4－6歳児 リトミック 5 93 － －

保護者
・笑いヨガ
・⼦育てワークショップ
・⼦育て相談

9 70 － －

合計 20 248 101 1,726

平成29年度エコチルふれあい会実施状況



 出⽣から１３歳までの成⻑の記録
（⾝⻑、体重、思い出の写真）
 インフォームドアセントの⼊り⼝

⼦どもの成⻑記録として

参加者がエコチル調査に参加する理由
質問 あなたがエコチル調査に参加している主な理由について順位をつけて

3つ選んでください
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⾃分の⼦どもの健康を⾒守ってもらえるため

未来の⼦育てする環境を良くするため

⾃分の⼦どもの成⻑や発達を振り返る良い機会だから

調査や検査の結果が返ってくるので、参考になるから

nanacoポイントがもらえるから

「ふれあい会」へ参加することができるから

⼦どもが⼩学⽣になると医師の診察や検査の調査があるから

その他

主な理由1番⽬

主な理由2番⽬

主な理由3番⽬

（件）

（平成29年度エコチル調査事業評価アンケートより）
回答者 ふれあい会親⼦対象参加者 174名 無回答27件



• 参加者および関係者の皆様と、エコチル調査に寄せられたデー
タを共有する。

• 2011年から2018年までにユニットセンターへ提出いただいた
妊娠中から4歳6か⽉までの⼦育てに関する質問項⽬約30項⽬を
取り上げて集計。

ユニットセンター集計データリーフレット

妊娠中の状況
• 妊婦、⺟親、パートナーの喫煙状況
• 妊婦の飲酒

乳幼児期の育児状況
• 授乳状況、卒乳の時期
• ⺟親の就労状況
• パートナーの育児への協⼒
• パートナーの育児や家事への満⾜度
• パートナーの育児分担
• お⼦さんの⾯倒を⾒てくれる⼈
• ⼦どもについて相談できる⼈

幼児の⽣活状況など
• 登園・通所開始時期
• 睡眠状況
• 排泄の⾃⽴
• メディアとのかかわり
• ⾷事、栄養状況について など

避難者数の推移 合計特殊出⽣率

復興・創⽣へのあゆみ

福島県企画調整部統計課編︓⼀⽬でわかる福島県の指標から抜粋

東⽇本⼤震災、原発事故から7年経過、８年⽬へ。
震災、原発事故による多⾯的な様々な問題の解決には更なる時間が必要。
同時に新たな発展へ。



しっかり、福島県の復興・創⽣によりそう
やむなく、中断した、当初の調査対象地域の南相⾺市、
双葉郡の町村を訪問。報告、情報共有。

絶えず進化（成⻑）する調査をやり遂げる
参加者の⽣活環境の変化に沿った実施体制
 参加者の声を聴く
 オール福島のさらなる発展
 教育関連機関とのさらなる情報共有の強化

（⼩学校校⻑会、教育事務所、教育委員会）
 基幹病院のみではなく個⼈医院にも協⼒要請

福島県でのエコチル調査に求められていること

福島の⼦どもたちを⾒守る（全県調査）

震災後10年、20年と経過してゆく中で、

「福島のあの頃の⼦育てはどうだったのだろうか︖」
「環境の影響はどうだったのだろうか︖」と、

振り返り、問うときが来る。

その問いへの準備という社会的責任。
そして、現在の家族の⼦育てを⽀える。

必ず、

エビデンスの発信
→リスクコミュニケーション、メディアリテラシー



福島に生まれて

福島で育って

福島で働いて

福島で結婚して

福島で子供を産んで

福島で子供を育てて

福島で孫を見て

福島でひ孫を見て

福島で最期を過ごす

それが私の夢なのです

第35回全国⾼等学校総⽂化祭︓開会式創作劇「ふくしまからのメッセージ」主⼈公桃⼦の台詞より（平成23年8⽉）

 エコチル調査参加者のご家族の皆さま
 産科婦⼈科医療機関（52医療機関）
【県北】いちかわクリニック、ささや産婦人科、新妻産婦人科、大川レディースクリニック、渡辺医院、セイントクリニック、

菅野産婦人科医院、本田クリニック産科婦人科、福島赤十字病院、明治病院、大原綜合病院、
済生会福島総合病院、福島県立医科大学附属病院、二本松病院、谷病院

【県中】たなかレディースクリニック、岡崎産婦人科、塚原産婦人科内科外科医院、古川産婦人科、小森山産婦人科、
トータルヘルスクリニック、太田西ノ内病院、総合南東北病院、国立福島病院、寿泉堂綜合病院、星総合病院

【県南】片倉医院産科・婦人科、白河厚生病院、塙厚生病院、岩佐医院（茨城県大子町）
【会津】舟田クリニック、竹田綜合病院、会津中央病院、坂下厚生総合病院
【相双】あらき産婦人科クリニック、西潤マタニティクリニック、レデイィースクリニックはらまち、大町病院、

原町中央産婦人科医院（現：南相馬中央医院）、双葉厚生病院、南相馬市立総合病院
【いわき】村岡産婦人科医院、渡辺産科婦人科、かたよせクリニック産科・婦人科、つくだ町産婦人科医院、

森田泌尿器産婦人科医院、月川レディースクリニック、佐藤マタニティー・クリニック、
いわき市立総合磐城共立病院

 詳細調査等実施機関（11施設）
福島県立医科大学附属病院、公立藤田総合病院、大原綜合病院、太田西ノ内病院、星総合病院、
白河厚生病院、竹田綜合病院、いわき市立総合磐城共立病院、県立南会津病院、公立相馬総合病院
NPO法人子どもの家（第二子どもの家M・A・Y / いわき）

 福島県、県内59全市町村の関係者
 教育関係機関、保健所、医師会、産婦⼈科医会、⼩児科医会、看護協会、
助産師会、臨床⼼理⼠会など

 環境省、国⽴環境研究所、国⽴成育医療研究センター、全国のUC
 福島県⽴医科⼤学、福島UCのスタッフ

謝 辞



ご清聴ありがとうございました。

これからもエコチル調査を
よろしくお願いします。


